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下水道の地球温暖化対策の推進
（研究期間：平成29年度～）
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１．はじめに

国総研では、下水道における地球温暖化対策とし

て、温室効果ガスの一つである一酸化二窒素（以下、

N2O）について排出量の実態把握や排出削減に関する

研究を進めている。

２．実下水処理場のN2O排出量実態調査

家庭排水が下水処理場で生物処理される際に、強

温室効果ガスであるN2Oが副生成物もしくは中間生

成物として発生することが知られている。これまで

に異なる処理方式で運転を行っている下水処理場に

おいてN2O発生量調査を実施し、データの蓄積を行っ

てきた。その結果、窒素除去を目的とした高度処理

を採用している処理場からのN2O発生量は他の処理

方式と比較して非常に小さいことがわかった。一方

で、標準活性汚泥法（以下、標準法）では、他の処

理方式と比較すると高いN2O排出量が好気槽におい

て観察された。また、昨年度の調査において、既設

標準法の施設構造を利用したまま窒素などの水質向

上をめざした運転管理の工夫（段階的高度処理運転）

を採用している下水処理場は標準法と比較すると

N2O発生量が少ない傾向があることを確認した。しか

しながら、発生因子の特定、さらにはN2O発生抑制運

転の提案のためにはデータ数が不十分であり、異な

る処理場において調査を行う必要がある。

本年度は、段階的高度処理運転を実施している処

理場を対象とし、季節変動を考慮して秋季および冬

季に4時間毎のN2O発生量の調査を実施した。調査結

果より、標準法と比較するとN2O発生量は小さいこと

が確認できた。また、同一処理場において時間帯に

よってN2O発生量が大きく異なることが確認され、さ

らに季節による変動も示唆される結果が得られ、複

数のN2O発生因子の可能性が示唆された。

３．標準法におけるN2O排出因子の検討

特にN2O排出量が多い標準法について、N2O排出因

子の解明に向けて、異なる運転条件においてベンチ

スケールリアクターを用いた試験を実施した。実験

結果より、6槽目後に設置した最終沈殿池において脱

窒プロセスによる亜硝酸および硝酸の減少が確認さ

れた。同時に返送汚泥中に高いN2Oが溶存しているこ

とが確認され、好気槽における酸化プロセスだけで

なく返送汚泥に含まれるN2Oも発生に寄与している

ことが示唆されたことから、好気槽だけでなく、返

送汚泥中に含まれるN2O対策も考慮した運転方法の

検討が必要である。

図 各槽内の窒素濃度

４．今後の課題

N2O発生因子の特定のために下水処理場における

データ収集の継続を行う予定である。さらに関連す

るN2O発生プロセスおよびプロセスを担う微生物と

環境因子を結びつけた解析に取り組んでいく。

0
5

10

15
20
25

1槽目2槽目3槽目4槽目5槽目6槽目 返送

各
態

窒
素

濃
度

（
m
g-
N
/L
）

0
2
4
6
8

10

1槽目2槽目3槽目4槽目5槽目6槽目 返送

溶
存

N
2O

濃
度

(p
pm

)

NH4-N NO2-N NO3-N

顔写真掲
載者氏名
（写真ﾃﾞ
ｰﾀの貼り
付けは不

要）

(博士(工学))

顔写真掲
載者氏名
（写真ﾃﾞ
ｰﾀの貼り
付けは不

要）

顔写真掲
載者氏名
（写真ﾃﾞ
ｰﾀの貼り
付けは不

要）

個別記事用原稿（１ページ原稿）

ETC2.0プローブ情報の収集と活用
（研究期間：平成23年度～）
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１．ETC2.0システムの概要 

 ETC2.0では、料金収受サービスに加え、渋滞回避

や安全運転のための情報提供サービスを提供すると

ともに、道路管理者が車両の走行履歴や挙動履歴等

の「ETC2.0プローブ情報」を収集可能になった。道

路管理者は、国総研が作成した仕様に基づき、ETC2.0

プローブ情報を収集・処理する機器を整備し、2011

年4月より運用しており、ETC2.0プローブ情報を、ピ

ンポイント渋滞対策をはじめとする国土交通省生産

性革命プロジェクトへ活用する取組が始まっている。 

２．ETC2.0プローブ情報の利活用の高度化 

国総研では、さらなる道路管理業務の効率化、道

路交通の円滑化・安全性向上等をめざし、ETC2.0プ

ローブ情報の利活用の高度化に向けた研究に取り組

んでいる。ここではその取組の一部を紹介する。 

(1)運行管理支援サービスの提供 

国総研では、事業者等の申請等により車両を特定

してプローブ情報を収集する仕組みを構築した。

2016年より、物流事業者が保有する車両のプローブ

情報を物流事業者へ提供し、運行管理の効率化やド

ライバーの安全確保等に役立てる運行管理支援サー

ビスの社会実験を実施して、その効果をとりまとめ

た。本サービスは2018年度より本格導入され、広く

一般にサービス提供されている。 

(2)観光交通による渋滞対策の効果検証への活用 

 観光交通は低頻度の非日常交通であるため、分析

の対象となるデータの取得が困難とされてきた。国

総研では、車両の走行履歴の常時把握が可能という

ETC2.0プローブ情報の特徴を活かした、観光交通渋

滞対策の効果検証手法について研究を行っている。 

(3)生活道路交通安全対策エリア抽出等への活用 

生活道路の交通安全対策は、事故の危険性が高い

エリア内において一体的に行うことが効果的である。

事故の危険性を評価する指標として、ETC2.0プロー

ブ情報の挙動履歴の一つである急減速データは、潜

在的な危険箇所の見落としを防げる有用なデータで

ある。国総研では、ETC2.0プローブ情報を用いて、

面的な拡がりを考慮して事故の危険性が高い地域を

絞り込む方法や、対策の効果分析手法について研究

を行っている。 
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図－２ ＧＷ期間の交差点の速度分析例 

図－３ 事故の危険性が高い地域の絞り込み 

図－１ ETC2.0プローブ情報の収集と活用 
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